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資料 1 「東京都防災会議地震部会」専門委員名簿 

 

敬称略、専門委員は五十音順 

 

 

部会長 平田 直 東京大学地震研究所教授 

 

副部会長 中林一樹 明治大学大学院特任教授 

 

専門委員 加藤孝明 東京大学生産技術研究所准教授 

 

 佐竹健治 東京大学地震研究所教授 

 

 久田嘉章 工学院大学教授 

 

 翠川三郎 東京工業大学大学院教授 

  

 安田 進 東京電機大学教授 
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資料 2 「東京都防災会議地震部会」審議経過 

 

 

 開催日・回数 検討事項 備考 

H23.09.21 第 1回 

• 地震部会設置の経緯と実施体制 

• 被害想定の見直しに関する方針 

• 想定地震の設定について 

検討開始 

H23.11.01 第 2回 

• 被害想定で設定する地震について 

• 被害想定見直しの基本方針 

• 被害想定項目における手法について 

 

H23.12.26 第 3回 
• 地震動予測計算及び津波波高計算について 

• 被害想定項目における手法について 
 

H24.02.01 第 4回 
• 地震動予測計算及び津波波高計算について 

• 被害想定項目に用いる手法について 
 

H24.03.02 第 5回 

• 地震動・津波に関する想定結果について 

• 被害想定に用いる手法について 

• 基本被害に関する想定結果等について 

• 報告書の構成について 

 

H24.03.26 第 6回 

• 地震動・津波に関する想定結果について 

• 被害想定結果について 

• 報告書案について 

 

H24.04.09 第 7回 
• 被害想定結果について 

• 報告書案について 
 

H24.04.18 第 8回 • 報告書案について 検討終了 
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